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迷惑メール自動判定 利用規約【現改比較表】 2023年6月28日現在 

～2023年６月30日 2023年７月１日～ 

 

第 1 条 本規約の目的 

本規約は、エヌ・ティ・ティレゾナント株式会社(以下「当社」という。) が提供する「迷惑メール自動

判定」（以下「本サービス」という。）の利用について定めるものです。 

第 1 条 本規約の目的 

本規約は、株式会社ＮＴＴドコモ(以下「当社」という。) が提供する「迷惑メール自動判定」（以下「本

サービス」という。）の利用について定めるものです。 

第 2 条 適用 

1. 本サービスの利用者（以下「ユーザ」といいます。）は、本規約を誠実に遵守するもの とします。

また、ユーザは、本サービスの利用設定を行った時点で本規約の内容に同意したものとみなします。 

2. 本サービスについて本規約で定めの無い事項は、IP通信網サービス契約約款が適用されるものとしま

す。 

3. 本規約はユーザと当社との間の本サービスに関する一切の関係に適用します。 

4. 当社が本サービスの円滑な運用を図るため必要に応じてユーザに通知する本サービスの利用に関する

諸規程は、本規約の一部を構成するものとします。 

第 2 条 適用 

1. 本サービスの利用者（以下「ユーザ」といいます。）は、本規約を誠実に遵守するもの とします。ま

た、ユーザは、本サービスの利用設定を行った時点で本規約の内容に同意したものとみなします。 

2. 本サービスについて本規約で定めの無い事項は、IP通信網サービス契約約款（OCN）が適用されるも

のとします。 

3. 本規約はユーザと当社との間の本サービスに関する一切の関係に適用します。 

4. 当社が本サービスの円滑な運用を図るため必要に応じてユーザに通知する本サービスの利用に関する

諸規程は、本規約の一部を構成するものとします。 

第3条～第7条（略） 第3条～第7条（略） 

第 8 条 個人情報の取り扱い 

1．当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いについては、当社の プライ

バシーポリシー（https://www.nttr.co.jp/privacy_policy/）に定めるところ によります。 

2. 当社は、当社が保有している個人情報について、契約者から請求があったときは、原則として開示を

します。 

3. 契約者は、前項の請求をし、その個人情報の開示(該当個人情報が存在しない場合に、その旨を知ら

せることを含みます。) を受けたときは、当社が別に定める手数料の支払いを要します。 

4. 当社が本サービスの円滑な運用を図るため必要に応じてユーザに通知する本サービスの利用に関する

諸規程は、本規約の一部を構成するものとします。 

第 8 条 個人情報の取り扱い 

1．当社は、本サービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取扱いについては、当社の プライバ

シーポリシー（https://www.docomo.ne.jp/utility/privacy/）に定めるところ によります。 

2. 当社は、当社が保有している個人情報について、契約者から請求があったときは、原則として開示を

します。 

3. 契約者は、前項の請求をし、その個人情報の開示(該当個人情報が存在しない場合に、その旨を知らせ

ることを含みます。) を受けたときは、当社が別に定める手数料の支払いを要します。 

4. 当社が本サービスの円滑な運用を図るため必要に応じてユーザに通知する本サービスの利用に関する

諸規程は、本規約の一部を構成するものとします。 
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第 9 条 免責事項 

当社は、本サービスの運営にあたり免責事項を次のとおり定めます。 

1.当社は、本サービスについて、ユーザの目的に適合すること、期待通りの機能を有すること、その作

動が中断されないこと、その作動に誤りがないこと、電子メール又はユーザ端末設備及びその中に

インストールされているソフトウェア、データ等に悪影響を及ぼさないこと、その他完全な機能を

果すことについて、当社の責めに帰すべき事由がある場合を除き保証するものではありません。 

2.ユーザが本サービスの利用によりユーザや第三者（他の利用者を含みます。）に対し損害を与えた場

合、ユーザは、自己の責任でこれを解決し、当社にいかなる責任も負担させないものとします。 

3．当社の責めに帰すべき事由による損害の賠償については、IP通信網契約約款の定めによるものとしま

す。 

第 9 条 免責事項 

当社は、本サービスの運営にあたり免責事項を次のとおり定めます。 

1.当社は、本サービスについて、ユーザの目的に適合すること、期待通りの機能を有すること、その作動

が中断されないこと、その作動に誤りがないこと、電子メール又はユーザ端末設備及びその中にインスト

ールされているソフトウェア、データ等に悪影響を及ぼさないこと、その他完全な機能を果すことについ

て、当社の責めに帰すべき事由がある場合を除き保証するものではありません。 

2.ユーザが本サービスの利用によりユーザや第三者（他の利用者を含みます。）に対し損害を与えた場

合、ユーザは、自己の責任でこれを解決し、当社にいかなる責任も負担させないものとします。 

3．当社の責めに帰すべき事由による損害の賠償については、IP通信網サービス契約約款（OCN）の定め

によるものとします。 

第10条（略） 第10条（略） 

 附 則（令和５年6月15日）レパＮ第009600000741-01号 

（実施期日） 

１ この改正規定は、令和５年７月１日から実施します。 

 

（吸収合併に伴う取り扱いについて） 

２ エヌ・ティ・ティレゾナント株式会社（以下「レゾナント」といいます。）が次の表の左欄の規約

（以下「旧規約」といいます。）の規定により締結し、令和５年５月１５日付け吸収合併契約により当社

に承継された契約の規定は、この改正規定実施の日において、次の表の右欄の規約（以下「新規約」とい

います。）の規定によるものとします。 

 

旧規約 新規約 

迷惑メール自動判定 利用規約 迷惑メール自動判定 利用規約 

 

３ 旧規約によりレゾナントが締結した契約に係る内容については、当社に承継されたこの附則の２の表

の右欄の規約に基づく契約において、なお従前のとおりとします。 

 

４ この改正規定実施前に、レゾナントに対し旧規約の規定により行った手続きその他の行為は、新規約

の規定に基づいて行ったものとみなします。 
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